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大学生の進路相談場面における
解決志向的面接技法の有効性

栗　田　智　未
（2007年10月４日受理）

A Study on Solution-Focused Skills in Career Counseling with University Students

Tomomi Kurita 

Abstract. The purpose of this study was to experimentally compare the solution-focused 
skills (SFA) with basic listening skills (BL) in career counseling with university students.　In 
experiment 1, features of SFA and BL were compared and clarified.　In experiment 2, in 
order to examine functions of SFA, differences in responses to questions based on future-
focused (SFA1) and present-focused (SFA2) SFA were analyzed.　Participants were 
randomly assigned to SFA (SFA1, SFA2) group or BL groups.　Five counseling sessions 
were conducted for 30 minutes with each participant on a biweekly basis.Questionnaires 
were administered to evaluate the effects of SFA or BL after the 5th session.　Main 
results indicated that the SFA group, in contrast to the BL group, had higher expectations, 
changed cognitions of problems, and increased problem solving behaviors.　In addition, 
SFA2 increased self-efficacy more than SFA1.　However, it was not clear, whether this 
was a function of original SFA.　Finally, some methodological problems of this study were 
discussed.
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問題と目的

　ブリーフセラピーのモデルの１つである解決志向ア
プローチ（Solution-Focused Approach；以下，SFA）
は，クライエント（以下，CL）にとってどういう状
況になったら問題は解決したと思えるかという解決に
焦点を当てるアプローチである（DeJong & Berg，
1998）。
　SFA は，わが国でも1990年代から積極的に導入さ

れ，精神医学や心身医学領域だけでなく，学校教育，
産業の分野等広範な臨床場面で活用され評価を得てい
る（宮田，1997）。その理由の１つとして，自己効力
感の向上や認知の変化を促すとされる SFA の効果が
挙げられる。例えば，黒丸・内田・中井（2000）は，
SFA を心療内科の外来診療に取り入れ治療を行い，
自己効力感を引き出し活性化させることにより症状を
改善させた。栗原（2002）は，SFA を活用した学校
カウンセリングにおいて生徒の自己効力感が向上した
と述べている。また，定金（1996）は，進路カウンセ
リングを行い，認知と行動の相互作用を示しながら
SFA によって問題に対する認知がポジティブに変化
したと報告している。上記の様な臨床報告だけでなく，
対照群（統制群）を設けた臨床研究においても SFA
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の効果は確認されている。 例えば， Zimmerman, Prest, 
& Wetzel（1997）や Nelson & Kelley（2001）は，夫
婦の関係性強化を目的としたグループセラピーや心理
教育プログラムに SFA を導入したところ，夫婦関係
が改善され参加者の結婚満足度が対照群に比べ有意に
増加したという。但し，このような臨床報告や臨床研
究には様々な問題点が指摘されている。Gingerrich & 
Eisengart （2000）によると，調査対象者の年齢や社
会的立場の統制が不十分，統制群の設け方が不適切，
SFA による介入の対象は集団が多く，SFA 本来の効
果によるものか不明確である等である。要するに，
SFA が CL の自己効力感を向上させ認知を変化させ
るという臨床報告は多数あり，統制群を設けた臨床研
究 も Eakes, Walsh, Markowski, Cain, & Swanson

（1997） や Zimmerman et al. （1997）， Nelson & Kelley
（2001）はあるが，いずれも研究方法上問題があり，
その効果が十分実証されているとは言い難い。
　そこで本研究では，主に臨床実践で示唆されてきた
SFA の有効性を自己効力感の向上及び認知の変化と
いう観点から検討するため，実験的手法を取り入れた
研究を試みる。具体的には，大学生の進路相談場面を
設定し，面接者の SFA 的面接技法が実験参加者にど
のような影響を及ぼすか，SFA の特徴を基本的傾聴

（Basic Listening skills：以下，BL）の面接技法との
比較を通して明らかにする。SFA と BL を比較した先
行研究は見当たらないが，BL は，後述するように様々
なカウンセリングや心理療法に共通した技法を抽出し
て体系化されたマイクロカウンセリング（Ivey， 2003）
の基本的かかわり技法である。本研究では，BL を一
般的な基本的面接技法として SFA と比較検討するこ
ととした。SFA は後述するように独特な質問技法が
開発され細分化されているが，BL も質問技法を含ん
でおり，主たる質問技法として開かれた質問や閉ざさ
れた質問として定義されていることから，質問技法と
いう観点で SFA と BL の比較は可能であると考えら
れた。
　本研究では２つの実験が行われた。実験１では，
SFA の面接技法が BL の面接技法と比較してどのよ
うな特徴をもつのかを明らかにすることを目的とし
た。実験２では，SFA のどのような特徴や性質が
SFA 面接の効果に影響を与えているのかを探索的に
検討するため，実験１と同じ尺度を用い，SFA の質
問や応答の志向性（未来，現在）による違いを比較検
討することを目的とした。
　本研究では大学３年生を対象者とした。彼らにとっ
て進路決定や職業選択は関心が高く身近な問題である
と考えたためである。

実験１

１．目　的
　実験１では，SFA 面接技法と BL 面接技法では，
面接の効果や実験参加者の自己効力感及び問題の認知
がどのように異なるかを明らかにする。

２．方　法
１）実験計画　大学生に進路相談面接を SFA の面接
技法で行う群（以下，SFA 群），同じく BL の面接技
法で行う群（以下，BL 群），及び面接を行わない統
制群の３群を設け，各々の効果を検討するため質問紙
を用いてプリテスト－ポストテスト法で効果測定を実
施した。
２）実験参加者　Ａ大学３年生326名に質問紙による
事前測定（プリテスト）を行うと共に実験への協力を
募った。実験の目的，内容，プライバシー保護に配慮
したデータの扱い方，フィードバックの内容と方法に
ついて説明し，同意の得られた14名（男性３名，女性
11名）を各群に７名ずつ無作為に割り当てた。面接を
行わない学生のうち，データに不備のあった者を除き
156名から７名を無作為抽出し統制群とした。
３）実験期間　2004年10月～2005年１月。
４）質問紙の構成　プリテスト－ポストテスト法で施
行した質問紙は，以下の尺度から構成されている。 
①職業レディネス尺度：実験参加者の進路相談面接の
到達度を把握するため，下村（1998）の職業レディネ
ス尺度（15項目５件法）を使用した。質問項目は「自
分のつきたい職業の範囲はかなり絞れている」など。
得点が高いほど職業レディネスの程度が高いことを示
す。②進路選択に対する自己効力尺度（以下，自己効
力感尺度）：効力感の自己評価を把握するため，安達

（2001）の進路選択に対する自己効力尺度（10項目５
件法）を使用した。質問項目は「職業生活で何を重要
視するかを明確にする」など。得点が高いほど自己効
力の程度が高いことを示す。③職業選択課題認知尺度

（以下，認知尺度）：下村（1998）の職業選択課題認知
尺度（20項目５件法）を使用した。質問項目は「職業
の決定は，かなり複雑な決定だと思う」など。得点が
高いほど職業選択に関する課題認知の程度が高いこと
を示す。④進路選択に対する結果期待尺度（以下，結
果期待尺度）：安達（2001）の進路選択に対する結果
期待尺度（４項目５件法）を使用した。質問項目は「自
分の興味や能力を理解すれば，よりよい職業選択がで
きるだろう」など。得点が高いほど結果期待の程度が
高いことを示す。⑤進路探索行動尺度：安達（2001）
の進路探索行動尺度（12項目５件法）を使用した。質
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問項目は「就職セミナーや企業説明会に参加する」な
ど。得点が高いほど進路探索行動を行ったことを示
す。
５）手続き　実験群では，プリテストの約１週間後に
実験参加者をSFA群とBL群の２群に分け，隔週１回，
１回30分，計５回の面接を個別に実施し，５回目の面
接直後にポストテストとして質問紙を実施した。統制
群は，プリテストの後に面接を行わず，SFA 群・BL
群の終了時にポストテストを実施した。面接場所はＡ
大学の心理教育相談室。実験参加者の了解を得てテー
プ録音された。面接は，実験参加者自身の進路を主題

とし，実験参加者が自発的に語る話題に沿って進めら
れた。SFA 群，BL 群共に，面接者は筆者が担当した。
面接者は，実験前に SFA 及び BL について各々の専
門家に１年間以上トレーニングを受けた。SFA の面
接技法は Berg（1994）に基づき，既に起きている解
決やこれから起こる解決を明らかにすることに焦点を
当て，特に行動に着目するものである。BL の面接技
法は，Ivey（2003）に基づき，かかわり行動，開かれ
た質問，感情の反映，反復，明確化，要約等のマイク
ロ技法を用いるものである。これらは，カウンセリン
グ技法の基礎をなす援助的コミュニケーションの技法

Table 1　面接者の BL 面接技法

注）Co：カウンセラー，CL：クライエント

Table 2　面接者の SFA 面接技法分類マニュアル（概要）

注）Co：カウンセラー，CL：クライエント



栗田　智未

― 276 ―

であり，基本的かかわり技法と呼ばれている。BLでは，
特に感情に焦点を当てる。
６）面接者の技法の妥当性　面接者の面接技法が各技
法として妥当であったか否かを検討するため，全ての
面接セッションにおいて，等間隔抽出法で抽出された
３分間の面接者の応答（１事例につき計15分間）を全
て逐語録に起こし，面接者の応答がどの技法に該当す
るか分類した。分類項目は，Ivey（2003）を基に作成
した BL 面接技法の４項目（Table 1）と Berg（1994）
を基に作成した SFA 面接技法５項目（Table 2）。分
類者は，面接者及び臨床心理士２名の計３名であっ
た。BL については，面接者を含め分類者全員が兒玉

（1989）を基に長期間のトレーニングを受けていた。
これに対し，SFA については，面接者以外はまった
くの初心者であった。そこで，SFA では詳細な分類
マニユアルを作成し，分類者に説明した。SFA 面接
において，抽出された面接者の全応答に占める SFA
の面接技法の出現率を求めたところ，平均出現率は
50.9％であった。このことから，面接者が SFA の面
接技法を多く使用していることが確認できた。技法分
類の信頼性を確認するため，斉藤・武井・荻野・大
浜・辰野（1981）や中澤・大野木・南（1997）に基づ
き，分類者間で一致率を算出する方法をとった。面接
者の応答が Table 1のどの技法に該当するかについ
て，３名の分類者が独立に分類し，分類者間の一致率
を算出した。すなわち，分類の対象になった面接者の
全応答数で分類者間の分類が一致した応答数を除し
100を掛けたものを一致率とした。実験参加者ごとに
一致率を算出したところ，実験参加者によって56.3～
80.4％であった。分類の一致しないものは協議を行い，

協議で一致したものも含めた３名の技法分類の一致率
の平均は，95.5％であった。BL 面接についても同様
の方法で検討したところ，BL 面接技法の平均出現率
は100％，分類の一致率は，96.2％であった。
　なお，SFA 面接技法の平均出現率が BL 面接技法
の平均出現率に比べ低くなっているが，これは，SFA
面接では SFA 面接技法が BL 面接技法に含まれる質
問技法や要約技法に加えて用いられるために，全応答
に占める SFA 面接技法の出現率が低くなるからであ
る。従って，必然的に BL 技法の技法出現率は高くな
り，SFA 面接技法の出現率は低くなる。

３．結果と考察　
　プリテスト・ポストテストの２時点における３群の
尺度得点の平均値と標準偏差を Table 3に示した。
　３群の実験参加者が均等に分かれているかを検討す
るため，３群の全５尺度のプリテスト得点について１
要因３水準の分散分析を行った結果，いずれの尺度に
おいても有意な効果は見られなかった。従って，３群
はほぼ均等に分けられたといえる。
　面接の効果を確かめるため，全ての尺度の群内の変
化を検討した。各群内における尺度のプリテスト得点
とポストテストテスト得点との間で， 対応のある t 検定
を行った。 その結果， 職業レディネス尺度において SFA
群と BL 群の両群で有意差が見られた（t（6）＝－2.59, 
p<.05; t（6）＝－2.83, p<.05）。結果期待尺度，認知尺度，
進路選択行動尺度においては，SFA 群のみ有意差が
見られた（t（6）＝－2.90, p<.05; t（6）＝2.19, p<.05; t（6）
＝－8.26, p<.01）。一方，統制群では有意差は見られ
なかった。よって，面接を行ったことによる効果はあっ

Table 3　プリテスト・ポストテストの２時点における３群の尺度得点の平均値，標準偏差及び検定結果（実験１）

注１）表内の t 値は，各群内のプリテスト得点とポストテスト得点の比較の結果である .
注２）表内の F 値は，変化得点（ポストテスト－プリテスト）に関する SFA 群と BL 群の２群間比較の結果である .

（　）標準偏差 .　**p<.01. *p<.05.
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たと考えられる。
　次に，各尺度の得点変化に SFA 群と BL 群の群間
で違いが見られるのかを検討した。面接技法の違いに
よる面接前後の変化を検討するには，面接実施前の得
点の影響をコントロールする必要があるため，共分散
分析を用いた。ポストテスト得点からプリテスト得点
を引いた変化量（以下，変化量）を従属変数，プリテ
スト得点を共変量とした共分散分析を行った。結果，
認知尺度，結果期待尺度，進路探索行動尺度におい 
て群間に有意な差が見られた（F（1, 12）＝3.74, p<.05;  
F（1, 12）＝9.96, p<.01; F（1, 12）＝17.37, p<.01）。よって，
SFA 群は BL 群に比べ，職業選択課題の認知を変化
させること，進路選択に対する結果期待を高めること，
進路探索行動を促すことが示された。
　認知の変化の背景には，SFA の質問技法の影響が
考えられる。小関・中野（2000）や宮田（1997）は
SFA の質問がものの見方に働きかけ変化を引き起こ
す重要な手段になっていると述べている。さらに小関

（1996）は質問によって CL の従来の認知や問題の定
義が一旦棚上げされ，新たな意味が構成されると述べ
ている。従って，SFA 面接の過程を通して，職業選
択という課題の認知に何らかの変化が生じたと推察さ
れる。
　SFA 群では BL 群に比べ進路選択に対する結果期
待が有意に高くなった。市川（2005）や若島・佐藤

（1999）によれば，SFA は質問の前提が一貫して肯定
的であることから，原因追求から解決構築へと CL の
発想の転換を生じさせ易くし将来像や目標達成後をポ
ジティブにイメージさせる，と述べているが，この点
と結果期待の上昇が関連していると考えられる。
　SFA 群では BL 群に比べ進路探索行動が有意に増
加した。これは，村上（2003）の SFA による解決像
の形成によって自己投入といった行動を容易にすると
いう指摘に関連していると考えられる。宮田（1992）
や中西（2000）によれば，目標設定が目標達成という
期待を作り上げると述べていることから，この点が進
路探索行動の増加と関連があるのではないかと推測さ
れる。
　しかし，面接者の面接技法による相違は明確にはな
らなかったものもある。Sundstrom（1993）や Littrell, 
Malia, & Vanderwood（1995）は SFA と問題志向ア
プローチを比較し，面接の効果そのもの，つまり問題
の改善具合については，アプローチの違いが認められ
なかったと指摘しているが，本実験においては，自己
効力感については面接技法による相違は明確にはなら
なかった。従って，本実験からは，自己効力感を高め
る効果は SFA のみの特質であるとは言い難いとする

のが妥当であると考える。
　実験１では，SFA の面接技法による実験参加者の
変化を捉える変数として，職業選択課題の認知，進路
選択に対する結果期待，進路探索行動が示唆された。
しかし，SFA のどのような特徴によってこれらの変数
に影響が及ぼされるのかは明らかではない。そこで，
実験１で用いた尺度で面接技法の違いが一応確認でき
たことから，これらの尺度を用いて SFA のどのよう
な性質や特徴が作用するのか，実験２で検討する。

実験２

１．目　的
　SFA の質問技法には，将来・未来と過去・現在と
いう２つの方向性があることが指摘されている。千葉

（1999）によると，SFA の面接技法は過去のポジティ
ブな行動への焦点付けと未来のポジティブな行動の連
鎖を想起させる。遠山（1998）は，SFA 面接では将来・
未来のことについてイメージ形成をする仮説的側面と
現実に起きていることに目を向ける達成的側面とが同
時並行していくという。さらに小関（1998）は，既に
ある解決を尋ねる質問と未来の解決を尋ねる質問と２
つの領域に分けられるという。このように，SFA は
解決に焦点を当てて，将来・未来と過去・現在の２つ
の方向性で問うているが，どちらの方向性を扱う方が
SFA 面接においてより効果的なのか，実験２で検討
することとした。
　実験２では，実験１と同じ尺度を用い，SFA の質
問や応答の志向性（未来，現在）による違いを比較検
討する。

２．方　法　
１）実験計画　大学生に SFA の未来志向の面接技法
で進路相談面接を行う群（以下，SFA1群），同じく
SFA の現在志向の面接技法で進路相談面接を行う群

（以下，SFA2群），実験１と同様 BL 群，統制群の４
群を設け，質問紙を用いてプリテスト－ポストテスト
法で効果測定を実施した。
２）実験参加者　実験１と同様，実験協力を募り，同
意の得られた25名（男性４名，女性21名）を SFA1群・
SFA2群に８名ずつ，BL 群に９名を無作為に割り当
てた。面接を行わない学生のうちデータに不備のあっ
た者を除いた116名から９名を無作為抽出し統制群と
した。
３）実験期間　2005年５月～８月。
４）質問紙の構成　実験１と同様。
５）手続き　実験１とほぼ同様であった。面接者の面
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接技法について。SFA1，SFA2の面接技法は，遠山
（1998）， 小 関（1998）， 千 葉（1999） に 基 づ い た。
SFA1の面接技法は，これから起こる解決や行うであ
ろう行動を明らかにすることに焦点を当てる。SFA2
の面接技法は，既に起きている解決や行った行動を明
らかにすることに焦点を当てる。
６）面接者の技法の妥当性　実験１と同様の方法で
行った。SFA1面接における SFA 面接技法の平均出
現率は39.8％，分類者間の分類の一致率は94.4％，
SFA2面接における SFA 面接技法の平均出現率は
39.5％，分類者間の分類の一致率は93.1％であった。
このことから，面接者が SFA 面接技法を多く使用し
ていることが確認できた。BL 面接における BL 面接
技法の平均出現率は100％，分類者間の分類の一致率
は95.4％であった。なお，実験２においても実験１と
同様，分類者間の分類の一致率は実験参加者によって
57.1～84.3％であり，分類の不一致については協議を
行い，協議後一致したものを含めた技法分類の一致率
の平均である。

３．結果と考察
　プリテスト・ポストテストの２時点における３群の
尺度得点の平均値と標準偏差を Table 4に示した。
　４群の実験参加者が均等に分かれているのか検討す
るため，４群の全５尺度のプリテスト得点について１
要因４水準の分散分析を行ったが，いずれの尺度でも

有意な効果は見られなかった。従って，４群はほぼ均
等に分けられたといえる。
　面接の効果を確かめるため，全ての尺度の群内の変
化を検討した。各群内における尺度のプリテスト得点
とポストテストテスト得点との間で，対応のある t 検
定を行った結果，SFA1群，SFA2群，BL 群において
有意差が見られた（職業レディネス尺度：SFA1群 
t（7）＝－7.88, p<.01；SFA2群 t（7）＝－11.80, p<.01；
BL群t（8）＝－6.18, p<.01. 結果期待尺度：SFA1群t（7）
＝9.74, p<.01；SFA2群t（7）＝－9.74, p<.01；BL群t（8） 
＝6.11, p<.01. 進 路 探 索 行 動 尺 度：SFA1群 t（7）＝ 
－6.75, p<.01；SFA2群t（7）＝－9.62, p<.01；BL群t（8）
＝－5.22, p<.01.）。自己効力感尺度では，SFA1群と
SFA2群において有意差が見られた（SFA1群 t（7）＝
－3.63, p<.01; SFA2群 t（7）＝－5.55, p<.01）。統制群で
は有意差は見られなかった。よって，面接を行ったこ
とによる効果はあったと考えられる。
　実験１を踏まえ，従属変数が SFA と BL の面接技法
の違いを確認するのに妥当かどうかを検討するため，
共分散分析を用いて SFA1群と SFA2群を合わせたも
のを仮に SFA 群として BL 群と比較した。結果は，ほ
ぼ実験１と同様であった（自己効力感尺度：F（1, 23）
＝7.28, p<.05；結果期待尺度：F（1, 23）＝7.27, p<.05；
進路探索行動尺度：F（1, 23）＝7.21, p<.05）。よって，
従属変数は SFA と BL の面接技法の違いを捉えるの
に妥当であったといえる。

Table 4　プリテスト・ポストテストの２時点における４群の尺度得点の平均値，標準偏差及び検定結果（実験２）

注１）表内の t 値は，各群内のプリテスト得点とポストテスト得点の比較の結果である。
注２）表内の F 値は，変化得点（ポストテスト－プリテスト）に関する SFA 群と BL 群の２群間比較の結果である。

（　）標準偏差 .  **p<.01. 
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　次に，各尺度の得点変化に SFA1群，SFA2群の群
間で違いが見られるのかを検討した。実験１と同様，
変化量を従属変数，プリテスト得点を共変量とした共
分散分析を行った結果，自己効力感尺度について，群
間に有意な差が見られた（F（1, 14）＝10.16, p<.01）。
よって，SFA2群は SFA1群に比べ自己効力感が高まっ
たといえる。この結果は，小関（1998）の指摘を示唆
するものといえるであろう。小関によれば，SFA2の
ような現在志向の質問で例外を探し出し，例外が起
こっていた時の様子を尋ね情報収集を行うことは，変
化を起こす能力と責任が自身にあるという前提を伝え
ることになり，自尊心や解決への意欲を高めるとい
う。しかし，この指摘は未来志向の質問との比較で言
及されておらず，実験２の結果を積極的に支持できる
とはいえない。
　自己効力感以外の他の側面では，SFA1群と SFA2
群の違いは見られなかった。実験２では，面接技法を
SFA 質問や応答の志向性から SFA1と SFA2に分け，
各々独立に機能するという仮説のもと行った。しかし，
質問の志向性の違いという働きかける手段は違っても， 
働きかけている目的や本質的な部分に違いがなかった
と考えることもできる。 その場合， SFA1も SFA2も
同様の効果があったといえる可能性がある。実験２の
結果からは，質問の志向性だけでは，SFA の何がど
う作用しているのかを明らかにすることは難しい。今
後は，質問の志向性とは違った観点，例えば質問の目
的や内容などの観点からの検討が必要である。

総合考察

１．進路相談面接における SFA の意義　
　本研究では，進路相談場面を実験的手法を用いて設
定し，SFA 面接の有効性を BL 面接と比較検討した。
　SFA 群は BL 群に比べ，進路選択に対する結果期
待を高め，職業選択課題の認知を変化させ，進路探索
行動を促した。また，SFA の面接技法（質問技法や
応答技法）の中でも現在志向技法の方が未来志向技法
に比べより自己効力感を高めた。このように，本研究
では大学生の進路相談における SFA の有効性を実証
的に示すことができた。これらは，従来臨床報告等で
示唆された SFA の有効性を裏付ける試みの１つとい
えるであろう。

２．本研究の限界と今後の課題
　本研究では，既に各実験の考察でも述べたように，
研究方法上いくつかの問題点と課題が残された。
　第１に，面接技法要因の設定に関する問題である。

実験１では，SFA と BL を比較した。BL を本研究で
最初の比較対象としたことは理論的には妥当であった
と考えられるが，BL との比較のみでは SFA の特徴
や独自の効果を十分明らかにされたとは言い難い。
従って，今後は BL よりもさらに焦点を絞った面接態
度や技法，例えば，認知行動論的アプローチ，問題志
向アプローチ，システムズアプローチ等を用いて比較
する必要がある。また，実験２では，SFA1と SFA2
の比較を試みたが，比較の妥当性も検討が必要であ
る。SFA のどのような性質や特徴が作用するのかを
検討するため，本研究とは異なる観点，例えば，面接
技法の志向性を未来，現在，過去と３つに分ける，あ
るいは，質問の目的内容別に分ける等の工夫も考えら
れる。
　第２に，面接技法の効果を測定する尺度の妥当性の
問題である。例えば，自己効力感尺度と認知尺度は，
実験１，２で共通して使用したが結果は異なった。従っ
て，用いる尺度の妥当性と尺度の違いに関わらず示さ
れる結果であるか否かを検討する必要がある。さらに，
本研究では SFA によって実験参加者がどのように変
化するかを捉える変数として，主に進路選択に対する
結果期待，職業選択課題認知，進路探索行動を取り上
げたが，今後はこれらの変数以外に，実験参加者の
SFA による変化を示す変数の存在や変数間の関連も
検討する必要がある。
　第３に，本研究では職業や将来のことを相談する進
路相談場面に限定して SFA の特徴や効果について検
討を行った。今後は， 夫婦の問題 （Zimmerman, Prest, 
& Wetzel， 1997）， 子育て相談 （Sharry，1999）， 教育
相談（定金，1996）等，その他の問題の相談場面を取
上げ，SFA を用いることで本研究と同様の結果が相
談内容の違いに関わらず示されるか否かを検討する必
要がある。
　第４に，本研究では SFA の特徴と効果を量的な側
面から検討した。しかし，質的な側面からの検討は報
告していない。面接技法が実験参加者にどのように受
止められ体験されたか，面接技法の違いで体験内容に
差があるか，面接経過にどのような影響を及ぼしてい
たか，実験参加者の内省報告を検討し報告する必要が
ある。
　第５に，本研究ではプリテスト－ポストテスト法に
よって面接直後の効果を検討したが，面接の効果の持
続性は確かめていない。今後は，ポストテストから一
定期間後の効果の持続性，すなわち遅延効果を測定し，
検討する必要がある。また，５回の面接回数の設定は，
DeJong & Berg（1998）の SFA の治療成績の報告に
基づいた。しかし，本研究で５回の面接で適切であっ
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たかも含め，妥当な面接回数の検討も必要であると思
われる。
　最後に，本研究では，面接者と研究者が同一であっ
たため，客観性を維持する観点から，面接者の技法の
妥当性を第三者と一致率を算出して確認するという措
置をした。しかし，それだけでは，面接者効果の統制
は十分とは言えず，今後の研究においては，研究者と
は異なる面接者が面接を実施する，さらには複数の面
接者によるデータを収集することが必要と思われる。
また，分類者間の分類一致率が BL と SFA で異なっ
たのは，分類者の両技法の熟知度が大きく異なったた
めと考えられる。SFA 質問技法の独立分類の一致率
が低さは，分類者への説明やトレーニングが十分では
なかったこともあるが，SFA を熟知していない分類
者に，独特の質問技法を理解してもらうことが容易で
はなかったのではないかと考えられる。今後は，独立
分類の一致率を高めるため，より具体的かつ実践的な
詳細なマニュアルを作成し，事前の分類トレーニング
を十分に行う必要がある。
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